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医薬分業、薬剤師に関わる主な歴史
明治 7 年
（1874）

「医制」公布

• 薬舗主＝薬剤師と医師の役割を明確化
• 医薬分業を明確に示した最初の法律
21条 医師たる者は自ら薬を“ひさぐ”ことを禁ず。医師は処方書を病家に附与し、相当の診療料を受くべし。･･･
34条 調薬は薬舗主、薬舗手代及び薬舗見習に非ざれば之を許さず。･･･

明治22年
（1889） 「薬律」制定

• 以後の薬剤師法・薬事法の原点
1 条 薬剤師とは薬局を開設し医師の処方箋により薬剤を調合するものをいう。薬剤師は薬品の製造及び販売

を為すことを得。

昭和31年
（1956）

医薬分業法施行 • 医師法、薬事法改正（原則として処方せん発行）

昭和49年
（1974）

処方せん料の
大幅引き上げ

• 自民党「国民医療大綱」に「地域強制医薬分業を、5年後に実施する」旨記載（昭和44年）
• 処方せん料 6点(昭47.2)→ 10点(昭49.2)→ 50点(昭49.10)

昭和63年
（1988）

病棟薬剤業務
の評価

• 入院調剤技術基本料 100点 → 200点(平02. 4) → 400点(平04. 4)
→ 薬剤管理指導料（入院）600点(平06. 4) → ・・・

平成 4 年
（1992）

医療法改正
薬価算定方式の変更

• 医療法の改正において、薬剤師を医療の担い手として明記
• 薬価差の縮小推進

平成15年
（2003）

処方せん受取率
50％超

• 処方せん受取率 51.6％（全国平均）
• 処方せん枚数 5億9,800万枚（全国計）

平成18年
（2006）

医療法改正 • 薬局が「医療提供施設」であることを明記

平成24年
（2012）

６年制薬剤師誕生
病棟薬剤業務の評価

• 薬学教育6年制（平成18年、学校教育法改正）
• 病棟薬剤業務実施加算 100点（平24. 4）

平成27年
（2015）

処方箋受取率
70％超

• 処方せん受取率 70.0％（全国平均）処方せん枚数 7億8,800万枚（全国計）
• 患者のための薬局ビジョン策定

令和6年度調剤報酬改定説明会 日本薬剤師会資料 一部変更



（平成10年）
診療報酬改定により
処方箋料を引き上げ

79点 → 81点

薬局数
平成元年：３６,６７０

1.64倍

厚生労働省資料より作成

（昭和49年）
診療報酬改定により
処方箋料を引き上げ

10点 → 50点

（平成4年）
診療報酬改定により
処方箋料を引き上げ

55点 → 74点



（昭和63年）
総数：１４３,４２９人

（平成30年）
総数：３１１,２８９人

2.17倍
（薬局薬剤師：3.93倍）

薬局薬剤師:45,963人

薬局薬剤師:180,415人

上記資料への追記



厚生労働省資料より作成



■財務省からの指摘 （財務省： 財政制度等審議会財政制度分科会 2023年11月1日）

（      加筆）※



■財務省からの指摘 （財務省： 財政制度等審議会財政制度分科会 2023年11月1日）

（      加筆）※



■財務省からの指摘 （財務省： 財政制度等審議会財政制度分科会 2023年11月1日）



■財務省からの指摘 （財務省： 財政制度等審議会財政制度分科会 2023年11月1日）



１．診療報酬 ＋０．８８％（R6年６月１日施行）
① 看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種（下記※に該当する者を除く）について、R6年度にベア＋2.5％、R7年度にベア＋2.0％を実施していくための特例的な対応

＋０．６１％

② 入院時の食費基準額の引上げ（１食当たり30円）の対応（うち、患者負担については、原則、１食当たり30円、低所得者については、所得区分等に応じて10～20円）

  ＋０．０６％

③ 生活習慣病を中心とした管理料、処方箋料等の再編等の効率化・適正化   ▲０．２５％

④ ①～③以外の改定分 ＋０．４６％（※40歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事する者の賃上げに資する措置分

（＋0.28％程度）を含む）

 うち各科改定率：医科＋０．５２％、 歯科＋０．５７％、 調剤＋０．１６％

２．薬価等
➀ 薬価 ▲０．９７％（R6年４月１日施行）

➁ 材料価格 ▲０．０２％（R6年６月１日施行）

※ イノベーションの更なる評価等として、革新的新薬の薬価維持、有用性系評価の充実等への対応を含む。

※ 急激な原材料費の高騰、後発医薬品等の安定的な供給確保への対応として、不採算品再算定に係る特例的な対応を含む（対象：約2000品目程度）

※ イノベーションの更なる評価等を行うため、長期収載品の保険給付の在り方の見直しを行う。

 ⇒選定療養の仕組みを導入し、後発医薬品の上市後５年以上経過したもの又は後発医薬品の置換率が50％以上となったものを対象に、後発医薬品の最

高価格帯との価格差の４分の３までを保険給付の対象とする（R6年10月1日施行）

３．診療報酬・薬価等に関する制度改革事項
良質な医療を効率的に提供する体制の整備等の観点から、次の項目について、中央社会保険医療協議会での議論も踏まえて、改革を着実に進める。

・医療ＤＸの推進による医療情報の有効活用等

・調剤基本料等の適正化

加えて、医療現場で働く方にとって、R6年度に2.5％、R7年度に2.0％のベースアップへと確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。あわせて、今回の改定による医療従事者の賃上げの状

況、食費を含む物価の動向、経営状況等について、実態を把握する。

令和６年度の診療報酬改定等に関する大臣折衝事項
（令和５年12月20日）



厚生労働省資料（矢印追記）改定後

調剤基本料

薬剤料

特定保険医療材料料

（加算料）
・地域支援体制加算
・後発医薬品調剤体制加算
・連携強化加算
・在宅薬学総合体制加算
・医療DX推進体制整備加算

（加算料）
・自家製剤加算  など

（加算料）
・麻薬管理指導加算
・特定薬剤管理指導加算３
・吸入薬指導加算 など

（加算料）
・麻薬管理指導加算
・特定薬剤管理指導加算３
・吸入薬指導加算 など

調剤技術料

薬剤調製料

調剤管理料

服薬管理指導料

薬学管理料

在宅移行初期管理料

在宅患者訪問薬剤管理指
導料

～令和２年 令和４年
令和６年

調剤報酬の体系（令和6年改定後）

服薬情報等提供料

厚生労働省診療報酬改定資料から作成

かかりつけ薬剤師指導料

調剤後薬剤管理指導料



調剤基本料１

45点 

（＋3点）

調剤基本料
２

29点
（＋3点）

調剤基本料

３イ

24点
（＋3点）

調剤基本料
３ロ

19点
（＋3点）

調剤基本料
３ハ

35点
（＋3点）

特別調剤
基本料

Ａ５点
Ｂ３点

(▲適正化)

連携強化加算 ５点（＋3点）

地域支援
体制加算

２

40点
（▲7点）

地域支援
体制加算

１

32点
（▲7点）

地域支援体制加算４

32点
（▲7点）

地域支援体制加算３

10点
（▲7点）

（新）医療ＤＸ推進体制整備加算 ４点
※地域支援体

制加算を算定

要件としない

基本部分

加 算

令和６年度診療報酬改定 調剤基本料に係る主な項目（イメージ）

在宅薬学総合体制加算１ 15点、加算２ 50点（＋35点）

※旧在宅患者調剤加算（15点）

注）括弧内の点数は、改定前の所定点数との差

後発医薬品調剤体制加算１～４ 21点～30点（今回は変更なし）

令和6年度調剤報酬改定説明会 日本薬剤師会資料 一部変更



誕生から終末期に至る、ライフステージ全てを通じた薬剤師による健康サポート、服用薬の一元的・継続的・全人的な管理・指導

健康 発症 重症化・要介護

健康維持増進 ・ 予防での関わり

一次予防
二次予防
早期対応

三次予防

薬物治療・介護での関わり

内科受診 整形外科受診 眼科受診 訪問診療専門医療
機関受診

誤飲防止啓発
ドーピング防止

くすり教育

進行

多疾患罹患

母子健康手帳

これからの薬局・薬剤師が果たす役割

公衆衛生

セルフメディケーション
栄養相談

服用薬の管理・指導

『日本薬剤師会政策提言2022』より抜粋、追記

罹患

■令和6年度調剤報酬改定における「地域支援体制加算の施設基準」

 （11）地域医療に関連する取組の実施
ア 一般用医薬品及び要指導医薬品等（基本的な48薬効群）の販売
イ 健康相談、生活習慣に係る相談の実施
ウ 緊急避妊薬の取扱いを含む女性の健康に係る対応
エ 当該保険薬局の敷地内における禁煙の取扱い
オ たばこの販売禁止（併設する医薬品店舗販売業の店舗を含む）

■より患者に個別最適化した対応を反映する調剤報酬体系の変化

患者は外来通院・入退院・在宅療養とその時々に必要とするステージを
変遷する中で、一連の薬物治療を受けていく。
どのステージにおいても、薬剤師は医師を始めとする医療・介護に関わ
る多職種と連携して、継続して地域住民に寄り添っていく必要がある。
皆保険制度下、患者に提供した調剤行為を調剤報酬の算定という結果
で示していく。



４．医療制度改革
長期収載品の保険給付の在り方の見直しとして、選定療養の仕組みを導入し、後発医薬品の上市後５年以上経過したもの又は後発医薬品の置換率が

50％以上となったものを対象に、後発医薬品の最高価格帯との価格差の４分の３までを保険給付の対象とすることとし、令和６年10月より施行する。
また、薬剤自己負担の見直し項目である「薬剤定額一部負担」「薬剤の種類に応じた自己負担の設定」「市販品類似の医薬品の保険給付の在り方の見直
し」について、引き続き検討を行う。

診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定について（厚生労働省)
※厚生労働大臣と財務大臣による折衝（令和５年12月20日）



長期収載品の保険給付への選定療養導入に係る処方箋様式の変更について

選定療養保険給付
※当該先発医薬品の後発医薬品との差額
の１／４分を患者負担 （＋消費税）

※いずれにも「✓」又は「×」が記載されない場合には、保険薬局における調剤の段階で後発医薬品を調剤することができる一方で、患者が長期収載品
 を希望すれば選定療養の対象となる。

※保険薬局で患者同意のもと、次のような判断が可能。
・後発医薬品の在庫状況等を踏まえ、当該保険薬局において後発医薬品の提供が困難であり、長期収載品を調剤せざるを得ない場合には、患者が希望
して長期収載品を選択したことにはならないため、保険給付とすること。
・処方の段階では後発医薬品も使用可能としていたが、薬局の薬剤師において、患者が服用しにくい剤形である等、後発医薬品では何らかの理由で
適切な服用等が困難であり、長期収載品を服用すべきと判断した場合には、医療上必要がある場合に該当し、保険給付とすることも想定されること。
・処方箋において「患者希望」欄に「✓」又は「×」の記載がされていたが、調剤時に選定療養について説明した結果、患者が後発医薬品を希望した場合
に、後発医薬品を調剤すること。



診療報酬改定DXにおける論点 ～施行時期の後ろ倒しについて～

厚生労働省資料

（       加筆）※

令和6年度診療報酬改定より
施行時期を6月1日とする。



■薬局の勤務薬剤師
賃上げ措置分（＋0.28%程度）を内包した
0.46%内での対応

■病院薬剤師
特例的に別途措置がなされた＋0.61%での対応

※「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、（Ⅱ）」、
「入院ベースアップ評価料」といった診療報酬を創設



実施状況の把握について

薬局

医療機関

※ 厚生労働省における薬局向け、医療機関向けの診療報酬改定資料を用いて作成しておりますので、他資料を指した表現が入っています。



事業主健診情報
自治体検診情報
学校健診情報

ウェアラブルデバイス
健康アプリ等情報

薬剤情報・特定健診情報・診療情報

処方・調剤情報

電子処方箋管理サービス

マイナポータル

電子お薬手帳

資格確認用端末

オンライン資格確認等システム

居宅同意取得型
資格確認モバイル端末

電子お薬手帳情報
※OTC含む

調剤情報

ベンダと連携した
サイバセキュリティ対策

レセコン・電子薬歴システム

薬局における医療情報利活用への対応

マイナ保険証の活用

電子お薬手帳機能に、
オンライン服薬指導を実装

提示



【調剤管理料】医療情報取得加算
１ 施設基準を満たす保険薬局において調剤を行った場合                                ３点（６月に１回）
２ １であって、オンライン資格確認により患者に係る診療情報を取得等した場合     １点（６月に１回）

（１）オンライン請求
（２）オンライン資格確認
（３）薬剤情報、特定健診情報等情報を活用した調剤
（４）当該体制に関する掲示
（５）掲示事項の、原則ウェブサイト掲載

（新）医療DX推進体制整備加算 ４点（調剤）

(６)電子処方箋応需体制 (調剤結果登録)
(７)電子薬歴（システム間連携が望ましい。）
(８)電子カルテ情報共有サービスにより取得される

診療情報等を活用する体制を有していること。 
(９)マイナ保険証利用実績 
(10)当該保険薬局の見やすい場所及びウェブサイト掲示

【調剤基本料】

連携強化加算 ５点
※地域支援体制加算の該当の要件は廃止

〇通知による規定内容

(11)オンライン服薬指導を行う
ための必要な通信環境、
セキュリティ対応等

令和6年度調剤報酬改定における医療DXへの対応

(１)(２)

(３)(６)

(７)

(９)

(11)

(11)



オンライン資格確認の利用状況について

厚生労働省資料





厚生労働省資料



マイナ保険証の利用促進に係る広報資材
https://www.mhlw.go.jp/stf/index_16745.html



厚生労働省資料



第177回 社会保障審議会医療保険部会資料(2024.4.10)



レセプトコンピュータ

電子薬歴システム連携 or 一体型

令和5年 令和6年

～12月 3月 4月 夏 10月

オンライン資格確認等システム

電子処方箋システム

医療扶助

居宅同意取得型 システム改修（目視確認等）

口頭同意・リフィル対応

臨床情報の追加・画面遷移等改修（包括同意 等）

マイナポータル連携・オンライン服薬指導システム

日薬ｅお薬手帳3.0

資格確認用端末

薬局におけるシステム拡充のスケジュール

2023.1.26運用開始

2021.10.20本格運用開始
2023.4から原則義務化

電子処方箋預かりサービス
（年額 2,500円、7月頃開始予定）



厚生労働省資料



引き続き、
調剤報酬・介護報酬改定のポイントとなります。

令和6年度調剤・介護報酬改定説明会
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